
JP 2010-84054 A 2010.4.15

(57)【要約】
【課題】ロール・ツー・ロール方式の製造方法において膜質の良好な耐熱プラズマ層を形
成することが可能な耐熱層形成用塗布液、膜質の良好な耐熱プラズマ層を有するガスバリ
ア性シートの製造方法、ガスバリア性シート、及び製品を提供する。
【解決手段】ロール状に巻かれた長尺の基材を引き出し、この基材上に耐熱プラズマ層又
は耐熱オーバーコート層を形成するために用いる耐熱層形成用塗布液であって、この耐熱
層形成用塗布液が３官能以上のアクリレート及び溶媒を含有するようにすることで上記課
題を解決する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ロール状に巻かれた長尺の基材を引き出し、該基材上に耐熱プラズマ層又は耐熱オーバ
ーコート層を形成するために用いる耐熱層形成用塗布液であって、
　該耐熱層形成用塗布液が３官能以上のアクリレート及び溶媒を含有することを特徴とす
る耐熱層形成用塗布液。
【請求項２】
　前記耐熱層形成用塗布液が重量平均分子量１０万以上の高分子成分を含有しない、請求
項１に記載の耐熱層形成用塗布液。
【請求項３】
　前記アクリレートが５官能以下である、請求項１又は２に記載の耐熱層形成用塗布液。
【請求項４】
　前記アクリレートが分子内に環構造を有する、請求項１～３のいずれか１項に記載の耐
熱層形成用塗布液。
【請求項５】
　基材上に耐熱プラズマ層及びガスバリア層をこの順に有するガスバリア性シートの製造
方法であって、
　ロール状に巻かれた長尺の基材を引き出し、該基材上に請求項１～４のいずれか１項に
記載の耐熱層形成用塗布液を用いて、耐熱プラズマ層を形成する耐熱プラズマ層形成工程
と、
　前記耐熱プラズマ層上に、ガスバリア層を形成するガスバリア層形成工程と、
を有することを特徴とするガスバリア性シートの製造方法。
【請求項６】
　前記耐熱プラズマ層形成工程における前記耐熱プラズマ層の形成が、前記耐熱層形成用
塗布液を塗布して得られた塗布層を硬化させることによって行われる、請求項５に記載の
ガスバリア性シートの製造方法。
【請求項７】
　前記耐熱プラズマ層形成工程における前記耐熱プラズマ層の形成が、５ｍ／ｍｉｎ以上
のプロセススピードで走行する前記基材上に前記耐熱層形成用塗布液を塗布することによ
って行われる、請求項５又は６に記載のガスバリア性シートの製造方法。
【請求項８】
　前記ガスバリア層形成工程における前記ガスバリア層の形成が、イオンプレーティング
法によって行われる、請求項５～７のいずれか１項に記載のガスバリア性シートの製造方
法。
【請求項９】
　前記耐熱層形成用塗布液を用いて、前記ガスバリア層の上に、耐熱オーバーコート層を
さらに形成する耐熱オーバーコート層形成工程を有する、請求項５～８のいずれか１項に
記載のガスバリア性シートの製造方法。
【請求項１０】
　請求項５～９のいずれか１項に記載のガスバリア性シートの製造方法によって製造され
ることを特徴とするガスバリア性シート。
【請求項１１】
　前記ガスバリア性シートの表面の最大突起長（Ｒｍａｘ）が２ｎｍ以上、１００ｎｍ以
下であり、水蒸気透過率が０．１ｇ／ｍ２ｄａｙ以下である、請求項１０に記載のガスバ
リア性シート。
【請求項１２】
　請求項１０又は１１に記載のガスバリア性シートを用いる製品であって、該製品が、デ
ィスプレイ、照明、又は太陽電池であることを特徴とする製品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、耐熱層形成用塗布液、この耐熱層形成用塗布液を用いたガスバリア性シート
の製造方法、この製造方法で得られるガスバリア性シート、及びこのガスバリア性シート
を用いた製品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　食品、医薬品等の包装材料や有機ＥＬディスプレイの封止フィルムとして用いられるガ
スバリア性シートにおいては、品質を劣化させる要因である酸素・水蒸気の影響を防ぐた
めに、プラスチックフィルム基材上にガスバリア層が形成されている。また、ガスバリア
層と基材との間にポリマー層を挿入することが行われる。
【０００３】
　例えば、特許文献１では、ｓｕｂｓｔｒａｔｅ（基材）１０５、ｓｃｒａｔｃｈ　ｒｅ
ｓｉｓｔａｎｔ　ｌａｙｅｒ（スクラッチ防止層）１１０、ｐｏｌｙｍｅｒ　ｓｍｏｏｔ
ｈｉｎｇ　ｌａｙｅｒ（平坦化層）１１５、及びｆｉｒｓｔ　ｂａｒｒｉｅｒ　ｓｔａｃ
ｋ（バリア積層）１２０の層構成を有するｂａｒｒｉｅｒ　ａｓｓｅｍｂｌｙが記載され
ている。そして、ｐｏｌｙｍｅｒ　ｓｍｏｏｔｈｉｎｇ　ｌａｙｅｒには、ａｃｒｙｌａ
ｔｅ－ｃｏｎｔａｉｎｉｎｇ　ｐｏｌｙｍｅｒを用いる旨が記載されている。
【０００４】
　また、特許文献２では、プラスチック樹脂基材上に、アクリレートとメタクリレートの
混合物からなる電子線もしくは紫外線硬化性モノマー及び／又はオリゴマーが重合したポ
リマー層、および無機薄膜層を積層した透明ガスバリア材が記載されている。そして、同
文献では、より高度なガスバリア性や視覚的欠陥がないことが要求される場合、ポリマー
層の形成を真空プロセスで行うことが望ましい旨が記載されている。実際に、実施例にお
いては有機蒸着が用いられている。
【０００５】
　さらに、特許文献３には、透明なプラスチック樹脂基材の両面に、電子線または紫外線
重合性モノマーおよび／もしくはオリゴマーを重合したポリマーからなるポリマー層、無
機化合物薄膜層を交互に積層した積層体において、ポリマー層がそれぞれの面に同数積層
されていることを特徴とする透明ガスバリア材が記載されている。そして、同文献では、
より高度なガスバリア性や視覚的欠陥がないことが要求される場合は、ポリマー層の形成
は真空中で行うのが望ましい旨が記載されている。実際に、実施例においては、混合樹脂
液をＰＥＴフィルム上に蒸着した後に電子線を照射し硬化させ、ポリマー層を形成してい
る。
【０００６】
【特許文献１】米国特許第６，４１３，６４５明細書（ｃｏｌ．３～４、ＦＩＧ．１）
【特許文献２】特開２００２－２０５３５４号公報（請求項１、第００５４段落、第００
８８段落、第００９０段落）
【特許文献３】特開２００３－８９１６４号公報（請求項１、第００３１段落、第００４
６段落、第００４７段落）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述のとおり、特許文献２，３では、真空での有機蒸着が採用されているが、こうした
有機蒸着においては、真空中での成膜となるために、ポリマー層を形成するための混合樹
脂液に溶媒を用いることができない。このため塗布液の粘度調整に制限がある上、混合樹
脂液の重合が進みにくく、架橋・硬化しにくい傾向にある。その結果、ポリマー層の平坦
性を保ちにくくなる、耐熱性に劣る等の膜質に課題を有するものとなっている。
【０００８】
　一方で、大気中での通常の塗布・乾燥又は硬化によるポリマー層の成膜では、上記混合
樹脂液に溶媒を加えた塗布液を用いることが可能となる。このため、この塗布液の粘度調
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整の自由度が大きくなり、上記重合が進みにくい、架橋・硬化しにくいという傾向を抑制
することができる。そこで、こうした塗布液を用いて基材上にポリマー層を形成すればよ
いことになるが、本発明者が検討したところ、従来の塗布液を用いて、より生産効率を高
くしコストを抑えてポリマー層を大気中で形成しようとすると、新たな課題が発生するこ
とがわかった。
【０００９】
　すなわち、シート状の基材一枚一枚にそれぞれ塗布液を塗布してポリマー層を形成する
製造方法を用いる場合には、塗布液の組成に特に留意することなく、様々な材料を用いる
ことができる。しかしながら、より生産性・量産性を向上させ、低コスト化を図る観点か
ら、ロール状に巻かれた長尺の基材を引き出し、この基材上に塗布液を連続的に塗布して
ポリマー層を形成する、いわゆるロール・ツー・ロール方式の製造方法を採用する場合に
は、シート状の基材への塗布では問題なく使用することができる塗布液であってもロール
・ツー・ロール方式の製造方法では用いることができないという課題が新たに発生するの
である。具体的には、ガスバリア性シートの製造においては、ポリマー層の上にプラズマ
等を用いてガスバリア層が形成されるが、ロール・ツー・ロール方式の製造方法では、こ
のガスバリア層形成時の熱の影響が大きくなる。このため、従来のポリマー層では耐熱性
が不十分で、ガスバリア性シートの表面粗さが大きくなりやすい、ガスバリア性が不十分
となりやすい、カールがしやすい等の現象が発生するのである。そこで、より耐熱性を備
えたポリマー層（以下、耐熱プラズマ層という場合がある。）の開発と、こうした耐熱プ
ラズマ層を形成するための耐熱層形成用塗布液の開発が課題となっているのである。
【００１０】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたものであって、ロール・ツー・ロール方
式の製造方法において膜質の良好な耐熱プラズマ層を形成することが可能な耐熱層形成用
塗布液を提供することを目的とする。また、本発明は、上記課題を解決するためになされ
たものであって、ロール・ツー・ロール方式の製造方法において膜質の良好な耐熱オーバ
ーコート層を形成することが可能な耐熱層形成用塗布液を提供することを目的とする。
【００１１】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたものであって、ロール・ツー・ロール方
式の製造方法において、膜質の良好な耐熱プラズマ層を有するガスバリア性シートの製造
方法を提供することを目的とする。
【００１２】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたものであって、ロール・ツー・ロール方
式の製造方法で製造された、膜質の良好な耐熱プラズマ層を有するガスバリア性シートを
提供することを目的とする。
【００１３】
　本発明は、上記課題を解決するためになされたものであって、ロール・ツー・ロール方
式の製造方法で製造された、膜質の良好な耐熱プラズマ層を有するガスバリア性シートを
用いた製品を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明者が鋭意検討した結果、ロール・ツー・ロール方式を用いてガスバリア性シート
の製造を行う場合、ガスバリア層が高速で成膜されることとなる分、基材に対する熱の影
響が大きくなること、また基材が巻き出しロール及び巻き取りロールのいずれからも引っ
張られた状態でガスバリア層等の成膜が行われること、により、ガスバリア性シートの平
坦性が確保しにくく、ひいてはガスバリア性が低下しやすくなる傾向にあることがわかっ
た。以上の知見に鑑み、本発明者が鋭意検討した結果、ロール・ツー・ロール方式でのガ
スバリア性シートの製造において、耐熱プラズマ層を大気中で塗布・乾燥又は硬化によっ
て形成する場合に、耐熱プラズマ層形成に用いる耐熱層形成用塗布液の組成を制御して、
ガスバリア層形成時の熱の影響等に十分耐えうる耐熱性を有する耐熱プラズマ層とするこ
とが特に重要となることがわかった。また、本発明者が鋭意検討した結果、こうした耐熱
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性の高い層を形成できる耐熱層形成用塗布液を用いて、ガスバリア性シートのオーバーコ
ート層として用いることができる、耐熱オーバーコート層も良好に形成できることを見出
した。
【００１５】
　上記課題を解決するための本発明の耐熱層形成用塗布液は、ロール状に巻かれた長尺の
基材を引き出し、該基材上に耐熱プラズマ層又は耐熱オーバーコート層を形成するために
用いる耐熱層形成用塗布液であって、該耐熱層形成用塗布液が３官能以上のアクリレート
及び溶媒を含有することを特徴とする。
【００１６】
　この発明によれば、ロール状に巻かれた長尺の基材を引き出し、この基材上に耐熱プラ
ズマ層又は耐熱オーバーコート層を形成するために用いる耐熱層形成用塗布液が３官能以
上のアクリレート及び溶媒を含有するので、耐熱プラズマ層の重合、架橋、硬化が良好に
進みやすくなり、その結果、ロール・ツー・ロール方式の製造方法において膜質の良好な
耐熱プラズマ層や耐熱オーバーコート層を形成することが可能な耐熱層形成用塗布液を提
供することができる。
【００１７】
　本発明の耐熱層形成用塗布液においては、前記耐熱層形成用塗布液が重量平均分子量１
０万以上の高分子成分を含有しないことが好ましい。
【００１８】
　この発明によれば、耐熱層形成用塗布液が重量平均分子量１０万以上の高分子成分を含
有しないので、耐熱プラズマ層の重合、架橋、硬化がより良好に進みやすくなり、その結
果、ロール・ツー・ロール方式での製造方法に良好に用いることができる耐熱層形成用塗
布液を提供することができる。
【００１９】
　本発明の耐熱層形成用塗布液においては、前記アクリレートが５官能以下であることが
好ましい。
【００２０】
　この発明によれば、アクリレートが５官能以下であるので、ロール・ツー・ロール方式
の製造方法における耐熱プラズマ層の重合の程度が良好となって、その結果、耐熱性、耐
プラズマ性をより確保しやすくなる。
【００２１】
　本発明の耐熱層形成用塗布液においては、前記アクリレートが分子内に環構造を有する
ことが好ましい。
【００２２】
　この発明によれば、アクリレートが分子内に環構造を有するので、耐熱プラズマ層の膜
質がより良好となって、その結果、耐熱性、耐プラズマ性をより確保しやすくなる。
【００２３】
　上記課題を解決するための本発明のガスバリア性シートの製造方法は、基材上に耐熱プ
ラズマ層及びガスバリア層をこの順に有するガスバリア性シートの製造方法であって、ロ
ール状に巻かれた長尺の基材を引き出し、該基材上に本発明の耐熱層形成用塗布液を用い
て、耐熱プラズマ層を形成する耐熱プラズマ層形成工程と、前記耐熱プラズマ層上に、ガ
スバリア層を形成するガスバリア層形成工程と、を有することを特徴とする。
【００２４】
　この発明によれば、ロール状に巻かれた長尺の基材を引き出し、この基材上に本発明の
耐熱層形成用塗布液を用いて、耐熱プラズマ層を形成する耐熱プラズマ層形成工程と、こ
の耐熱プラズマ層上に、ガスバリア層を形成するガスバリア層形成工程と、を有するよう
にするので、耐熱プラズマ層の重合、架橋、硬化が良好に進みやすくなり、その結果、膜
質の良好な耐熱プラズマ層を有するガスバリア性シートの製造方法を提供することができ
る。
【００２５】
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　本発明のガスバリア性シートの製造方法においては、前記耐熱プラズマ層形成工程にお
ける前記耐熱プラズマ層の形成が、前記耐熱層形成用塗布液を塗布して得られた塗布層を
硬化させることによって行われることが好ましい。
【００２６】
　この発明によれば、耐熱プラズマ層形成工程における耐熱プラズマ層の形成が、耐熱層
形成用塗布液を塗布して得られた塗布層を硬化させることによって行われるので、耐熱プ
ラズマ層の工業生産が良好に行われやすくなり、その結果、耐熱プラズマ層の膜質が安定
しやすくなる。
【００２７】
　本発明のガスバリア性シートの製造方法においては、前記耐熱プラズマ層形成工程にお
ける前記耐熱プラズマ層の形成が、５ｍ／ｍｉｎ以上のプロセススピードで走行する前記
基材上に前記耐熱層形成用塗布液を塗布することによって行われることが好ましい。
【００２８】
　この発明によれば、耐熱プラズマ層形成工程における耐熱プラズマ層の形成が、５ｍ／
ｍｉｎ以上のプロセススピードで走行する基材上に耐熱層形成用塗布液を塗布することに
よって行われるので、工業的に十分に速いプロセススピードで生産を行うことが可能とな
り、その結果、生産性の高いガスバリア性シートの製造方法を提供することができる。
【００２９】
　本発明のガスバリア性シートの製造方法においては、前記ガスバリア層形成工程におけ
る前記ガスバリア層の形成が、イオンプレーティング法によって行われることが好ましい
。
【００３０】
　この発明によれば、ガスバリア層形成工程におけるガスバリア層の形成が、イオンプレ
ーティング法によって行われるので、ガスバリア層成膜時の基材に対する熱の影響が大き
くなって、その結果、膜質のよい耐熱プラズマ層を製造できる本発明のガスバリア性シー
トの製造方法を用いる意義が大きくなる。
【００３１】
　本発明のガスバリア性シートの製造方法においては、前記耐熱層形成用塗布液を用いて
、前記ガスバリア層の上に、耐熱オーバーコート層をさらに形成する耐熱オーバーコート
層形成工程を有することが好ましい。
【００３２】
　この発明によれば、耐熱層形成用塗布液を用いて、ガスバリア層の上に、耐熱オーバー
コート層をさらに形成する耐熱オーバーコート層形成工程を有するので、耐熱プラズマ層
と耐熱オーバーコート層とが同組成となり、その結果、生産工程での段取りが大幅に改善
され、塗布装置内でのコンタミロスを抑え歩留まり向上等の利点が発揮されやすくなる。
【００３３】
　上記課題を解決するための本発明のガスバリア性シートは、本発明のガスバリア性シー
トの製造方法によって製造されることを特徴とする。
【００３４】
　この発明によれば、ガスバリア性シートが本発明のガスバリア性シートの製造方法によ
って製造されるので、耐熱プラズマ層の重合、架橋、硬化が良好に進みやすくなり、その
結果、ロール・ツー・ロール方式の製造方法で製造された、膜質の良好な耐熱プラズマ層
を有するガスバリア性シートを提供することができる。
【００３５】
　本発明のガスバリア性シートにおいては、前記ガスバリア性シートの表面の最大突起長
（Ｒｍａｘ）が２ｎｍ以上、１００ｎｍ以下であり、水蒸気透過率が０．１ｇ／ｍ２ｄａ
ｙ以下であることが好ましい。
【００３６】
　この発明によれば、ガスバリア性シートの表面の最大突起長（Ｒｍａｘ）が２ｎｍ以上
、１００ｎｍ以下であり、水蒸気透過率が０．１ｇ／ｍ２ｄａｙ以下であるので、ガスバ
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リア性シートの平坦性及び水蒸気透過率が良好となり、その結果、実使用上有用なガスバ
リア性シートを提供することができる。
【００３７】
　上記課題を解決するための本発明の製品は、本発明のガスバリア性シートを用いる製品
であって、該製品が、ディスプレイ、照明、又は太陽電池であることを特徴とする。
【００３８】
　この発明によれば、本発明のガスバリア性シートを用いる製品であって、この製品が、
ディスプレイ、照明、又は太陽電池であるので、より高いガスバリア性が必要とされる製
品に本発明のガスバリア性シートが用いられることになり、その結果、より高性能なディ
スプレイ、照明、及び太陽電池を提供することができる。
【発明の効果】
【００３９】
　本発明の耐熱層形成用塗布液によれば、ロール・ツー・ロール方式の製造方法において
膜質の良好な耐熱プラズマ層や耐熱オーバーコート層を形成することが可能な耐熱層形成
用塗布液を提供することができる。
【００４０】
　本発明のガスバリア性シートの製造方法によれば、ロール・ツー・ロール方式の製造方
法において、膜質の良好な耐熱プラズマ層を有するガスバリア性シートの製造方法を提供
することができる。
【００４１】
　本発明のガスバリア性シートによれば、ロール・ツー・ロール方式の製造方法で製造さ
れた、膜質の良好な耐熱プラズマ層を有するガスバリア性シートを提供することができる
。
【００４２】
　本発明の製品によれば、ロール・ツー・ロール方式の製造方法で製造された、膜質の良
好な耐熱プラズマ層を有するガスバリア性シートを用いた製品を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４３】
　次に、本発明の実施の形態について詳細に説明するが、本発明は以下の実施の形態に限
定されるものではなく、その要旨の範囲内で種々変形して実施することができる。
【００４４】
　［耐熱層形成用塗布液］
　本発明の耐熱層形成用塗布液は、ロール状に巻かれた長尺の基材を引き出し、基材上に
耐熱プラズマ層又は耐熱オーバーコート層を形成するために用いる耐熱層形成用塗布液で
あって、耐熱層形成用塗布液が３官能以上のアクリレート及び溶媒を含有する。これによ
り、耐熱プラズマ層の重合、架橋、硬化が良好に進みやすくなり、その結果、ロール・ツ
ー・ロール方式の製造方法において膜質の良好な耐熱プラズマ層や耐熱オーバーコート層
を形成することが可能な耐熱層形成用塗布液を提供することができる。なお、本明細書に
おいて、「アクリレート」という場合、特に断りのない限り、アクリレートのみならずメ
タクリレートを含むものとする。また、耐熱プラズマ層とは、基材とガスバリア層との間
に挿入される層であり、プラズマ等を利用して形成されるガスバリア層の形成時の熱の影
響等に対して所定の耐熱性・耐プラズマ性を有する層（所定の耐熱性・耐プラズマ性を有
するアンカー層）である。そして、耐熱オーバーコート層とは、ガスバリア性シートのオ
ーバーコート層として用いられる層であり、耐熱プラズマ層同様の所定の耐熱性等を有す
る層である。
【００４５】
　耐熱層形成用塗布液は、ロール状に巻かれた長尺の基材を引き出し、基材上に耐熱プラ
ズマ層又は耐熱オーバーコート層を形成するために用いられる。すなわち、耐熱層形成用
塗布液は、より生産性・量産性を向上させ、低コスト化を図る観点から、ロール状に巻か
れた長尺の基材を引き出し、この基材上に耐熱層形成用塗布液を連続的に塗布して耐熱プ
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ラズマ層や耐熱オーバーコート層を形成する、いわゆるロール・ツー・ロール方式の製造
方法に用いられるものである。
【００４６】
　本発明者が検討した結果、基材及びガスバリア層を少なくとも有するガスバリア性シー
トをロール・ツー・ロール方式の製造方法を用いて製造する場合に、基材上に直接ガスバ
リア層を設けようとすると、シート状の基材に直接ガスバリア層を形成する場合と比較し
て、以下の相違点があることがわかった。
【００４７】
　第１に、ロール・ツー・ロール方式の製造方法では、巻き出しロールから基材が引き出
され、走行する基材上にガスバリア層が形成されることになる。ここで、ガスバリア層は
、後述するように、通常、無機材料を真空成膜することによって形成されるので、移動す
る基材上に一定の厚さを持つようにガスバリア層を成膜しようとすると、成膜速度を上げ
て（ハイレートで）無機材料を基材に堆積させることになる。その結果、無機材料が基材
に衝突する際に基材に発生する熱が大きくなると推測される。特に、ロール・ツー・ロー
ル方式では、通常、基材にはフレキシブルな樹脂材料を用いるので、基材が相対的に熱に
弱く、ガスバリア層の成膜時の基材の熱劣化が大きくなる傾向となると推測される。この
ため、基材を熱から守るために、基材とガスバリア層との間に一定の耐熱性・耐プラズマ
性等を有する耐熱プラズマ層を設けることが必要となる。
【００４８】
　第２に、ロール・ツー・ロール方式の製造方法では、巻き出しロールから引き出された
基材が引っ張られた状態で、基材上へのガスバリア層の成膜が行われる。上述のとおり、
基材は通常フレキシブルな樹脂基材から構成されるので、一定の力で引っ張られた状態で
ガスバリア層の成膜が行われると、瞬間的に軽く延伸された基材上にガスバリア層が形成
されることになると推測される。一方、ガスバリア層は、上述のとおり、通常は無機材料
で構成されるので、膜質として硬くなる傾向にあり、基材ほどの柔軟性がないのが通常で
ある。すなわち、ぴんと張った基材の上に膜質として硬いガスバリア層が成膜されること
となる。ところが、製造後は基材にかかった張力は解除されるので、今度は、基材は、微
視的にせよ元の状態に戻ろう（縮もう）とすると推測される。しかしながら、基材の元に
戻ろうという力に硬い膜質を有するガスバリア層が追従できないことが原因と推測される
クラックがガスバリア層に発生しやすくなり、ガスバリア性を確保しにくくなる。このた
め、製造時には張力がかかった基材上に基材よりも硬いガスバリア層が形成される一方で
、製造後は上記張力が解除されるという、ロール・ツー・ロール方式の製造方法の特殊性
に鑑み、基材とガスバリア層との間に両者の応力を緩和してガスバリア層のクラック発生
を抑制するような耐熱プラズマ層を設ける必要がある。
【００４９】
　こうした、ロール・ツー・ロール方式の製造方法の特殊性に鑑みて検討を行った結果、
耐熱プラズマ層を形成するための耐熱層形成用塗布液に３官能以上のアクリレートを用い
ることが有効であることを見出した。シート状の基材の上にアクリレート樹脂を用いて耐
熱プラズマ層を形成する場合には、アクリレートが２官能であろうが３官能であろうが、
基材の熱劣化を抑制する効果やガスバリア性シートのガスバリア性に与える影響はほとん
どないか又は影響は少ないもの（実使用上影響を与えるほどのものではない）と考えられ
ていたが、ロール・ツー・ロール方式の製造方法においては、上記説明した製造方法の特
殊性により、３官能以上のアクリレートでないと良好なガスバリア性シートが得られない
のである。
【００５０】
　なお、３官能以上のアクリレートをロール・ツー・ロール方式の製造方法に適用するに
あたっては、従来以下の懸念があった。すなわち、３官能のアクリレートは、２官能のア
クリレートよりも反応性が高いので、耐熱プラズマ層がもろくなりやすい又はガスバリア
性シートがカールしやすい傾向にあると考えられていた。このため、ロールに巻き取られ
て一定の曲率を有する状態で長時間保存されることとなるロール・ツー・ロール方式の製
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トがカールしやすくなる懸念があり、生産安定性、歩留まり向上を考えると、耐熱プラズ
マ層は反応性を抑えた２官能のアクリレートで形成される方が好ましいと考えられていた
。ところが、本発明者が検討した結果、こうした懸念点はそれほど重要ではなく、むしろ
、良好なガスバリア性シートを得るためには、耐熱性や耐熱プラズマ性を向上させるため
に、耐熱プラズマ層に用いるアクリレートを３官能以上のものとすることが重要であるこ
とがわかった。
【００５１】
　耐熱層形成用塗布液に用いるアクリレートは３官能以上とする。２官能以下のアクリレ
ートでは、キメの粗い結合状態を有する耐熱プラズマ層となるためか、ロール・ツー・ロ
ール方式の製造方法におけるガスバリア層形成時の耐熱性及び耐プラズマ性に劣る傾向と
なる。一方、アクリレートは、５官能以下であることが好ましい。これにより、ロール・
ツー・ロール方式の製造方法における耐熱プラズマ層の重合の程度が良好となって、その
結果、耐熱性、耐プラズマ性をより確保しやすくなる。すなわち、６官能以上のアクリレ
ートを用いた場合には、官能数が多くなる分、反応しない結合末端が多くなる傾向となる
ためか、ロール・ツー・ロール方式の製造方法におけるガスバリア層形成時の耐熱性及び
耐プラズマ性に劣る場合がある。
【００５２】
　３官能以上のアクリレートとしては、特に制限はないが、例えば、トリメチロールプロ
パントリ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペ
ンタエリスリトールペンタ（メタ）（メタ）アクリレート、グリセロールトリアクリレー
ト、トリメチロールプロパントリアクリレート、ポリオキシエチルトリメチロールプロパ
ントリアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテ
トラ（メタ）アクリレート、エチレンオキサイド変性ペンタエリスリトールトリアクリレ
ート、エチレンオキサイド変性ペンタエリスリトールテトラアクリレート、プロピオンオ
キサイド変性ペンタエリスリトールトリアクリレート、プロピオンオキサイド変性ペンタ
エリスリトールテトラアクリレート、ポリオキシプロピルトリメチロールプロパントリア
クリレート、及び１，２，４－ブタンジオールトリアクリレート等を挙げることができる
。なお、上記において、（メタ）アクリレートとは、アクリレート及びメタクリレートの
両方を指す。３官能以上のアクリレートとして、上記材料を２以上併用して用いてもよい
。この場合の３官能以上のアクリレートの配合割合は、本発明の要旨の範囲内において任
意に設定することができる。
【００５３】
　３官能以上のアクリレートとして、分子内に環構造を有するものを用いることも好まし
い。これにより、耐熱プラズマ層の膜質がより良好となって、その結果、耐熱性、耐プラ
ズマ性をより確保しやすくなる。分子内に環構造を有する３官能以上のアクリレートとは
、いわゆる環状アクリレートのことをいうが、環状アクリレートを用いることにより、高
分子の緻密性を確保しやすくなり、耐熱プラズマ層の耐熱性、耐プラズマ性をより確保し
やすくなる。
【００５４】
　分子内に環構造を有する３官能以上のアクリレートとしては、特に制限はないが、例え
ば、２官能であるジメチロールトリシクロデカンジアクリレートにさらに官能基を導入す
ることによって得られる化合物を挙げることができる。こうした化合物としては、以下の
構造式（１）のものが好ましく用いられる。
【００５５】
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【化１】

（構造式（１）中、Ｒ１は、水素又は脂肪族炭化水素基を表し、Ｒ３は－ＣＨ２ＯＯＣ（
Ｒ１）＝ＣＨ２を表し、ｎは１以上１０以下の整数を表す。）
【００５６】
　耐熱層形成用塗布液には、上記３官能以上のアクリレート以外に、１官能又は２官能の
アクリレートを併用してもよい。１官能（単官能）又は２官能のアクリレートを併用する
ことにより、耐熱プラズマ層の膜質を調整することができるので、膜質の制御の自由度を
上げることができる。
【００５７】
　１官能又は２官能のアクリレートとしては、特に制限はないが、例えば、ベンジルアク
リレート、ベンジルメタクリレート、ブトキシエチルアクリレート、ブトキシメチルメタ
クリレート、シクロヘキシルアクリレート、シクロヘキシルメタクリレート、２－ヒドロ
キシエチルアクリレート、２－ヒドロキシメチルメタクリレート、グリシジルアクリレー
ト、グリシジルメタクリレート、フェノキシエチルアクリレート、フェノキシエチルメタ
クリレート、フェニルメタクリレート、３－フェノキシ－２－ヒドロキシプロピルアクリ
レート、エチレングリコールジアクリレート、エチレングリコールジメタクリレート、シ
エチレングリコールジアクリレート、ジエチレングリコールジメタクリレート、トリエチ
レングリコールジアクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート、テトラエチ
レングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコールジメタクリレート、ポリエチ
レングリコールジアクリレート、ポリエチレングリコールジメタクリレート、ネオペンチ
ルグリコールジアクリレート、ネオペンチルグリコールジメタクリレート、及びイソシア
ヌル酸ＯＥ変性ジアクリレート等を挙げることができる。
【００５８】
　耐熱層形成用塗布液は、重量平均分子量１０万以上の高分子成分を含有しないことが好
ましく、重量平均分子量７万以上の高分子成分を含有しないことが好ましく、重量平均分
子量５万以上の高分子成分を含有しないことが好ましい。これにより、耐熱プラズマ層の
重合、架橋、硬化がより良好に進みやすくなり、その結果、ロール・ツー・ロール方式で
の製造方法に良好に用いることができる耐熱層形成用塗布液を提供することができる。よ
り詳しくは、耐熱層形成用塗布液に高分子成分を含有させることにより、得られる耐熱プ
ラズマ層や耐熱オーバーコート層の柔軟性が向上する傾向となり割れにくくなるものの、
高分子成分が核となって耐熱プラズマ層や耐熱オーバーコート層の表面に突起が生じやす
くなり、これら層の平坦性が損なわれる場合がある。そこで、有機ＥＬディスプレイや有
機ＥＬ照明のような平坦性を必要とする用途に対しては、高分子成分を用いないことが好
ましい。
【００５９】
　耐熱層形成用塗布液には、上述のとおり、３官能以上のアクリレートが含有され、場合
によっては、３官能以上のアクリレートと１官能又は２官能のアクリレートとが併用され
る。このため、耐熱プラズマ層及び耐熱オーバーコート層は、これらアクリレートが重合
（架橋・硬化）することによって形成される。したがって、耐熱層形成用塗布液には、ア
クリレートの重合を良好に進めるために、重合開始剤を含有させることが好ましい。重合
開始剤としては、特に制限はなく従来公知のものを適宜用いることができるが、例えば、
１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン（チバガイギー製　商品名：イルガ
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キュア１８４）を挙げることができる。重合開始剤の含有量は、良好な重合が行えるよう
に適宜調整すればよいが、耐熱層形成用塗布液１００重量部に対して、通常、０．１重量
部以上、３重量部以下とする。この範囲とすれば、耐熱プラズマ層が着色しにくくなると
ともに反応阻害を引き起こしにくくなる。
【００６０】
　耐熱層形成用塗布液には、溶媒を含有させる。溶媒を用いることにより、大気中で通常
の塗布・乾燥又は硬化による耐熱プラズマ層及び耐熱オーバーコート層の成膜を行うこと
となる。これにより、耐熱層形成用塗布液の粘度調整の自由度が大きくなり、重合を進み
やすくし、架橋・硬化もしやすくなる。用いる溶媒としては、特に制限はないが、有機溶
媒を用いることが好ましく、例えば、トルエン等の芳香族炭化水素系溶媒や、シクロヘキ
サノン等のケトン系溶媒等を挙げることができる。
【００６１】
　耐熱層形成用塗布液中の３官能以上のアクリレートの含有量は、耐熱層形成用塗布液１
００重量部に対して、通常５重量部以上、好ましくは１０重量部以上、また、通常７０重
量部以下、好ましくは６０重量部以下、より好ましくは５０重量部以下とする。この範囲
とすれば、耐熱プラズマ層や耐熱オーバーコート層の膜質を良好としやすくなる。
【００６２】
　３官能以上のアクリレートの固形分全体に対する含有量は、固形分全体を１００重量部
とすると、通常３０重量部以上、好ましくは３５重量部以上、また、通常８０重量部以下
、好ましくは７０重量部以下、より好ましくは６０重量部以下とする。この範囲とすれば
、耐熱プラズマ層や耐熱オーバーコート層の膜質を良好としやすくなる。
【００６３】
　３官能以上のアクリレートと、１官能又は２官能のアクリレートと併用する場合には、
３官能以上のアクリレートを１００重量部とした場合に、１官能又は２官能のアクリレー
トは、通常１０重量部以上、好ましくは３０重量部以上、また、通常１２０重量部以下、
好ましくは１１０重量部以下とする。この範囲とすれば、耐熱プラズマ層や耐熱オーバー
コート層の膜質を良好としやすくなる。
【００６４】
　耐熱層形成用塗布液の固形分粘度は、得ようとする耐熱プラズマ層や耐熱オーバーコー
ト層の厚さによって適宜調整すればよい。固形分粘度は、通常、１Ｐａ・ｓ以上、１０Ｐ
ａ・ｓ以下とする。
【００６５】
　以上説明した本発明の耐熱層形成用塗布液によれば、膜質が良好で、ロール・ツー・ロ
ール方式の製造方法に良好に適用できる耐熱プラズマ層や耐熱オーバーコート層を形成す
ることができるようになる。
【００６６】
　［ガスバリア性シートの製造方法］
　本発明のガスバリア性シートの製造方法は、基材上に耐熱プラズマ層及びガスバリア層
をこの順に有するガスバリア性シートの製造方法であって、ロール状に巻かれた長尺の基
材を引き出し、この基材上に上記説明した本発明の耐熱層形成用塗布液を用いて、耐熱プ
ラズマ層を形成する耐熱プラズマ層形成工程と、この耐熱プラズマ層上に、ガスバリア層
を形成するガスバリア層形成工程と、を有する。これにより、耐熱プラズマ層の重合、架
橋、硬化が良好に進みやすくなり、その結果、膜質の良好な耐熱プラズマ層を有するガス
バリア性シートの製造方法を提供することができる。
【００６７】
　ガスバリア性シートの製造方法は、耐熱プラズマ層形成工程と、ガスバリア層形成工程
とを有する。これら各工程により、基材上に耐熱プラズマ層及びガスバリア層をこの順に
有するガスバリア性シートを製造することができる。ガスバリア性シートの積層構造等に
よって、上記各工程以外の工程を適宜行ってもよい。こうした工程としては、例えば、後
述する、ロール状に巻くための長尺の基材を準備する基材準備工程、基材洗浄工程、及び
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耐熱オーバーコート層形成工程を挙げることができるが、これに限られるものではない。
【００６８】
　基材準備工程では、ロール状に巻かれた長尺の基材が準備される。こうした基材は、従
来公知のものを適宜用いることができるが、ロール状に巻くためにフィルム状のものを用
いるのが通常である。より具体的には、通常、基材は樹脂製のものを用いる。基材を構成
する樹脂としては、例えばポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリアミド、ポリオ
レフィン、ポリエチレンナフタレート（ＰＥＮ）、ポリカーボネート、ポリアクリレート
、ポリメタクリレート、ポリウレタンアクリレート、ポリエーテルサルフォン、ポリイミ
ド、ポリノルボルネン、ポリエーテルイミド、ポリアリレート、環状ポリオレフィン等を
挙げることができる。また、ガラスクロスに樹脂を含浸させたものを用いてもよい。基材
が樹脂製である場合、好ましくは１００℃以上、特に好ましくは１５０℃以上の耐熱性を
有するものが適当である。
【００６９】
　基材準備工程で得られるロール状に巻かれた長尺の基材は、通常、種々の性能確保のた
めに添加剤が含有される。こうした添加剤として従来公知のものを適宜用いることができ
、例えば、ブロッキング防止剤、熱安定剤、酸化防止剤、塩素捕獲剤等を挙げることがで
きる。
【００７０】
　基材準備工程で得られるロール状に巻かれた長尺の基材の厚さは、特に制限はなく、可
とう性及び形態保持性の観点から、通常６μｍ以上、好ましくは１２μｍ以上、また、通
常４００μｍ以下、好ましくは２５０μｍ以下の範囲とする。
【００７１】
　基材準備工程で得られるロール状に巻かれた長尺の基材が、透明性が必要とされる有機
ＥＬディスプレイや有機ＥＬ照明等の発光素子等の基板として用いられる場合には、基材
は無色透明であることが好ましい。より具体的には、例えば４００ｎｍ～７００ｎｍの範
囲内での基材の平均光透過度が８０％以上の透明性を有するように構成することが好まし
い。こうした光透過度は基材の材質と厚さに影響されるので両者を考慮して構成される。
【００７２】
　基材準備工程では、基材に樹脂製のものを用いる場合には、通常、長尺の基材の製造は
、樹脂を溶融し、上記厚さ等を満たすように長尺に成型した後に、ロール状に巻き取るこ
とによって行われる。こうした製造方法も従来公知の一般的な方法によって行えばよい。
また、ロール状に巻かれた長尺の基材は適宜延伸を行ってもよい。延伸の方法も従来公知
の一般的な方法を用いればよい。延伸倍率は、基材の原料となる樹脂に合わせて適宜選択
することできるが、縦軸方向及び横軸方向にそれぞれ２～１０倍とすることが好ましい。
【００７３】
　基材準備工程においては、長尺の基材の表面を、コロナ処理、火炎処理、プラズマ処理
、グロー放電処理、粗面化処理、加熱処理、薬品処理、ＵＶ照射処理、大気圧プラズマ処
理、易接着化処理等により表面処理をしてもよい。こうした表面処理の具体的な方法は従
来公知のものを適宜用いることができる。
【００７４】
　基材準備工程の後に基材洗浄工程を行ってもよい。
【００７５】
　基材洗浄工程は、耐熱プラズマ層形成工程の前に、ロール状に巻かれた長尺の基材を洗
浄するものであるが、従来公知の方法で行うことができる。洗浄工程は、例えば、供給装
置等を用いて、ロール状に巻かれた長尺の基材を引き出して、これを有機溶媒等で洗浄し
た後に必要に応じて乾燥し、巻き取り装置等を用いて、再度ロール状に巻き取ることによ
って行えばよい。長尺の基材を引き出す（巻き出す）ための供給装置や、これを巻き取る
ための巻き取り装置には、従来公知のものを用いることができる。
【００７６】
　耐熱プラズマ層形成工程においては、ロール状に巻かれた長尺の基材を引き出し、この
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基材上に上記説明した本発明の耐熱層形成用塗布液を用いて、耐熱プラズマ層を形成する
。より具体的には、ロール状に巻かれた長尺の基材を引き出し、この基材上に耐熱層形成
用塗布液を連続的に塗布して耐熱プラズマ層を形成する、いわゆるロール・ツー・ロール
方式の製造方法を採用する。耐熱プラズマ層の成膜につき、特に制限はないが、耐熱層形
成用塗布液を塗布して得られた塗布層を硬化させることによって行われることが好ましい
。これにより、耐熱プラズマ層の工業生産が良好に行われやすくなり、その結果、耐熱プ
ラズマ層の膜質が安定しやすくなる。
【００７７】
　耐熱プラズマ層形成工程においては、通常、ロール状に巻かれた長尺の基材が供給装置
等を用いてロールから引き出され、基材を走行させた状態で耐熱層形成用塗布液を塗布し
て塗布層を形成する。次いで、この塗布層を乾燥及び／又は硬化して耐熱プラズマ層を形
成し、その後、巻き取り装置等を用いて耐熱プラズマ層が形成された基材を巻き取る。長
尺の基材を引き出す（巻き出す）ための供給装置や、これを巻き取るための巻き取り装置
には、従来公知のものを用いることができる。なお、耐熱層形成用塗布液の詳細について
はすでに説明したので、重複を避けるためここでの説明は省略する。
【００７８】
　耐熱プラズマ層形成工程における耐熱層形成用塗布液の塗布は、それを均一に薄く形成
できる方法であればよく特に制限はない。こうした塗布方法としては、通常、ダイコート
法、スピンコート法、グラビアコート法、（キス）リバースコート法、コンマコート法、
リップコート法、ＣＡＰ（毛細管）コート法、ナイフコート法、及びディップコート法等
が適宜使用される。これらの方法を、製造ラインやプロセススピード等に合わせて適宜採
用すればよい。
【００７９】
　耐熱プラズマ層形成工程における耐熱プラズマ層の乾燥や硬化も、従来公知の方法を適
宜用いればよい。乾燥方法としては、耐熱層形成用塗布液の溶媒に低沸点溶媒のみを用い
る場合には室温乾燥でもよいが、高沸点溶媒を併用する場合には加熱乾燥を行うことが好
ましい。乾燥温度は、溶媒の沸点を考慮して適宜制御すればよい。また、硬化方法として
は、例えば、電子線又は紫外線を照射する方法を挙げることができ、用いるアクリレート
等の材料に応じて適当な硬化方法を採用すればよい。
【００８０】
　耐熱プラズマ層形成工程においては、上記説明したとおり、通常、ロール状に巻かれた
長尺の基材がロールから引き出され、基材を走行させた状態で耐熱層形成用塗布液の塗布
、乾燥・硬化が行われる。こうした耐熱プラズマ層の形成は、５ｍ／ｍｉｎ以上のプロセ
ススピードで行われることが好ましい。すなわち、耐熱プラズマ層形成工程における耐熱
プラズマ層の形成が、５ｍ／ｍｉｎ以上のプロセススピードで走行する基材上に耐熱層形
成用塗布液を塗布することによって行われることが好ましい。これにより、工業的に十分
に速いプロセススピードで生産を行うことが可能となり、その結果、生産性の高いガスバ
リア性シートの製造方法を提供することができる。プロセススピードは、より好ましくは
７ｍ／ｍｉｎ以上、さらに好ましくは１０ｍ／ｍｉｎ以上とする。これにより、さらに生
産性を良好に確保しやすくなる。
【００８１】
　耐熱プラズマ層形成工程において形成される耐熱プラズマ層の厚さは、通常０．５μｍ
以上、好ましくは０．７μｍ以上、また、通常１０μｍ以下、好ましくは７μｍ以下、よ
り好ましくは５μｍ以下とする。上記範囲とすれば、耐熱プラズマ層表面のみならずガス
バリア層表面の平坦性が確保しやすくなり、透明性・応力等の品質も確保しやすく、コス
ト、生産性等経済的なメリットも大きい。
【００８２】
　ガスバリア層形成工程では、ガスバリア層の形成が行われる。カスバリア層に用いる材
料としては、例えば、酸化珪素、酸化アルミニウム、酸化マグネシウム、酸化インジウム
、酸化カルシウム、酸化ジルコニウム、酸化チタン、酸化ホウ素、酸化ハフニウム、酸化
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バリウム、酸化錫等の酸化物；窒化珪素、窒化アルミニウム、窒化ホウ素、窒化マグネシ
ウム等の窒化物；炭化珪素等の炭化物；硫化物等を挙げることができる。また、これら材
料から選ばれた二種以上の複合体を用いてもよい。こうした複合体としては、例えば、２
種以上の酸化物を用いる複合酸化物、２種以上の酸化物及び窒化物を用いる複合金属酸窒
化物、酸素と窒素を含有する無機酸化窒化物、さらに炭素を含有してなる無機酸化炭化物
、無機窒化炭化物、無機酸化窒化炭化物等を挙げることができる。カスバリア層に用いる
材料としては、より具体的には、無機酸化物（ＭＯｘ）、無機窒化物（ＭＮｙ）、無機炭
化物（ＭＣｚ）、無機酸化炭化物（ＭＯｘＣｚ）、無機窒化炭化物（ＭＮｙＣｚ）、無機
酸化窒化物（ＭＯｘＮｙ）、無機酸化窒化炭化物（ＭＯｘＮｙＣｚ）を挙げることができ
、好ましいＭは、Ｓｉ、Ａｌ、Ｔｉ等の金属元素である。なかでも、ＭをＳｉとし、酸化
珪素からなる膜は、透明性が高くかつガスバリア性も良好となり、一方、窒化珪素はさら
に高いガスバリア性を発揮するので好ましく用いられる。特に好ましくは、酸化珪素と窒
化珪素の複合体（無機酸化窒化物（ＭＯｘＮｙ））である。酸化珪素の含有量が多いと透
明性が向上し、窒化珪素の含有量が多いとガスバリア性が向上する。また、２種以上の酸
化物を用いる複合体として、例えば、ＭａＭｂＯｘ、ＭａＭｂＭｃＯｘ等を挙げることが
できる。さらに、２種以上の酸化物及び窒化物を用いる複合金属酸窒化物として、例えば
、ＭａＭｂＯｘＮｙや、ＭａＭｂＭｃＯｘＮｙ等を挙げることができる。ここで、Ｍａ、
Ｍｂ、及びＭｃは異なる金属元素を表し、例えば、Ｓｎ、Ｚｎ、Ｓｉ、Ａｌ、Ｔｉ等を挙
げることができる。
【００８３】
　ガスバリア層形成工程では、ガスバリア層はロール・ツー・ロール方式で形成される。
すなわち、巻き出しロールから、耐熱プラズマ層が積層された基材が引き出され、走行す
る耐熱プラズマ層上にガスバリア層が連続的に形成される。次いで、巻き取り装置等を用
いて、基材上に、耐熱プラズマ層及びガスバリア層が少なくとも形成された積層体を巻き
取っていく。
【００８４】
　ガスバリア層形成工程におけるガスバリア層の形成は、特に制限はないが、例えば、真
空蒸着法、スパッタリング法、イオンプレーティング法、熱ＣＶＤ法、及びプラズマＣＶ
Ｄ法等の真空成膜法を適宜用いればよい。これらの方法は、基材やガスバリア層の種類、
成膜材料の種類、成膜のし易さ、工程効率等を考慮して、適宜選択すればよい。これら成
膜方法のうち、ガスバリア層形成工程におけるガスバリア層の形成をイオンプレーティン
グ法によって行うことが好ましい。これにより、ガスバリア層成膜時の走行する基材に対
する熱の影響が大きくなって、その結果、膜質のよい耐熱プラズマ層を製造できる本発明
のガスバリア性シートの製造方法を用いる意義が大きくなる。また、イオンプレーティン
グ法は生産性も向上させやすく、本発明で採用するロール・ツー・ロール方式の製造方法
と組み合わせる意義も大きい。
【００８５】
　ガスバリア層形成工程において形成されるガスバリア層の厚さは、通常１０ｎｍ以上、
５００ｎｍ以下とする。この範囲とすれば、ガスバリア性、フレキシビリティを確保しつ
つ、色味の調整もしやすくなり、生産性も確保しやすい。
【００８６】
　本発明のガスバリア性シートの製造方法においては、耐熱層形成用塗布液を用いて、上
記ガスバリア層の上に、耐熱オーバーコート層をさらに形成する耐熱オーバーコート層形
成工程を有するようにすることが好ましい。これにより、耐熱プラズマ層と耐熱オーバー
コート層とが同組成となり、その結果、生産工程での段取りが大幅に改善され、塗布装置
内でのコンタミロスを抑え歩留まり向上等の利点が発揮されやすくなる。
【００８７】
　耐熱オーバーコート層形成工程は、耐熱オーバーコート層を形成する対象となる被成膜
体が、基材から、基材／耐熱プラズマ層／ガスバリア層等の層構成に変わるだけであり、
その内容は、耐熱プラズマ層形成工程と同様にして行うことができる。そこで、説明の重



(15) JP 2010-84054 A 2010.4.15

10

20

30

40

50

複をさけるため、ここでの説明は省略する。
【００８８】
　以上説明した本発明のガスバリア性シートの製造方法によれば、ロール・ツー・ロール
方式の製造方法において、膜質の良好な耐熱プラズマ層を形成することが可能となる。
【００８９】
　［ガスバリア性シート］
　本発明のガスバリア性シートは、上記説明した本発明のガスバリア性シートの製造方法
によって製造される。これにより、耐熱プラズマ層の重合、架橋、硬化が良好に進みやす
くなり、その結果、ロール・ツー・ロール方式の製造方法で製造された、膜質の良好な耐
熱プラズマ層を有するガスバリア性シートを提供することができる。
【００９０】
　図１は、本発明のガスバリア性シートの一例を示す模式的な断面図である。ガスバリア
性シート１Ａは、基材２、基材２の上に設けられた耐熱プラズマ層３、耐熱プラズマ層３
の上に設けられたガスバリア層４から構成されている。ガスバリア性シート１Ａは、本発
明のガスバリア性シートで長尺の基材上に形成された耐熱プラズマ層とガスバリア層とを
、ガスバリア性シートの製品の大きさにあわせて裁断したものである。
【００９１】
　図２は、本発明のガスバリア性シートの他の一例を示す模式的な断面図である。ガスバ
リア性シート１Ｂは、基材２、基材２の上に設けられた耐熱プラズマ層３、耐熱プラズマ
層３の上に設けられたガスバリア層４、ガスバリア層４の上に設けられた耐熱オーバーコ
ート層５から構成されている。ガスバリア性シート１Ｂは、本発明のガスバリア性シート
で長尺の基材上に形成された耐熱プラズマ層、ガスバリア層、及び耐熱オーバーコート層
を、ガスバリア性シートの製品の大きさにあわせて裁断したものである。
【００９２】
　ガスバリア性シート１Ａ，１Ｂにおける基材及び各層の詳細については、すでに説明し
たとおりなので、説明の重複を避けるためここでの説明は省略する。
【００９３】
　ガスバリア性シート１Ａ，１Ｂにおいては、ガスバリア性シート１Ａ，１Ｂの表面（ガ
スバリア層４又は耐熱オーバーコート層５の表面）の最大突起長（Ｒｍａｘ）が、好まし
くは２ｎｍ以上であり、また好ましくは１００ｎｍ以下、より好ましくは９０ｎｍ以下、
さらに好ましくは４０ｎｍ以下、さらに好まくは２０ｎｍ以下、特に好ましくは１５ｎｍ
以下、最も好ましくは１０ｎｍ以下である。ガスバリア性シート１Ａ，１Ｂを、有機ＥＬ
ディスプレイや有機ＥＬ照明の基板フィルムに用いる場合には、平坦性が高いことが要求
されるので、Ｒｍａｘを２０ｎｍ以下とするのが好ましい。一方、ガスバリア性シート１
Ａ，１Ｂを封止フィルムとして用いる場合には、Ｒｍａｘを１００ｎｍ以下とすれば良好
な特性を確保することができる。また、ガスバリア性シート１Ａ，１Ｂの水蒸気透過率が
０．１ｇ／ｍ２ｄａｙ以下であることが好ましい。これにより、ガスバリア性シート１Ａ
，１Ｂの平坦性及び水蒸気透過率が良好となり、その結果、実使用上有用なガスバリア性
シート１Ａ，１Ｂを提供することができる。
【００９４】
　以上、ガスバリア性シート１Ａ，１Ｂについて説明したが、本発明のガスバリア性シー
トは、上記構成に限られるものではない。具体的には、基材と耐熱プラズマ層との間や、
耐熱プラズマ層とガスバリア層との間には、接着性の確保等の観点から、適宜他の層を挿
入してもよい。また、基材において耐熱プラズマ層が形成されていない方の面に、ガスバ
リア層等他の層を適宜形成してもよい。さらに、透明導電層や補助電極層等の他の層をガ
スバリア層の上にさらに設けてもよい。こうした他の層としては、例えば、従来公知の、
反射防止層、防汚層、防眩層、及びカラーフィルタ等を挙げることもできる。これらのう
ち、反射防止層、防汚層、防眩層、カラーフィルタは、光学粘着剤を介してガスバリア性
シートと貼り合わせることで、所望の機能を得てもよい。このように、用いることが可能
な他の層の種類やその積層に関するバリエーションは、本発明の要旨の範囲内において適
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宜選択することができる。
【００９５】
　本発明のガスバリア性シートは、ディスプレイの用途、照明の用途、又は太陽電池の用
途に用いられることが好ましい。これにより、より高いガスバリア性が必要とされる用途
に本発明のガスバリア性シートが用いられることになり、その結果、より高性能なディス
プレイ、照明、及び太陽電池を提供することができる。こうした用途としては、具体的に
は、ディスプレイ用フィルム基板、ディスプレイ用封止フィルム、太陽電池用フィルム基
板、太陽電池用封止フィルム等を挙げることができる。その他、本発明のガスバリア性シ
ートは、食品や医薬品等の包装材料や、タッチパネル、サーキットボード用フィルム基板
等に用いることも可能である。こうした用途にガスバリア性シートを用いることにより、
従来ガラスや缶を利用していたものに代替できる、軽くて割れない、曲げられるガスバリ
ア性シートを提供することができ、特にロール・ツー・ロール方式の製造方法で良好に製
造可能なガスバリア性シートを用いることができる。
【００９６】
　［製品］
　本発明の製品は、本発明のガスバリア性シートを用いる製品であって、この製品が、デ
ィスプレイ、照明、又は太陽電池である。これにより、より高いガスバリア性が必要とさ
れる製品に本発明のガスバリア性シートが用いられることになり、その結果、より高性能
なディスプレイ、照明、及び太陽電池を提供することができる。
【００９７】
　本発明のガスバリア性シートは、一般には、上記製品の封止フィルム又はフィルム基板
として用いられる。そして、ディスプレイとしては、例えば、有機ＥＬディスプレイ、液
晶ディスプレイ等を挙げることができる。また、照明としては、例えば、有機ＥＬ照明等
を挙げることができる。そして、太陽電池としては、例えば、シリコン太陽電池や化合物
半導体を用いた太陽電池等を挙げることができる。このように、ディスプレイ、照明、及
び太陽電池は、本発明のガスバリア性シートを用いること以外は、従来公知の部材を適宜
用いて形成することができる。
【実施例】
【００９８】
　次に、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明はその要旨を超えない限
り、以下の実施例の記載に限定されるものではない。
【００９９】
　［実施例１］
　（基材準備工程）
　基材としてとして厚さ１００μｍの長尺のＰＥＮフィルム（帝人デュポン株式会社製：
Ｑ６５Ｆ（商品名））を用いた。このＰＥＮフィルムは、フィルムの片面に易接着化処理
がなされているものである（以下、易接着化処理がなされた面を易接着面、同処理がなさ
れていない面を未処理面という。）。
【０１００】
　（耐熱プラズマ層形成工程）
　ロール状に巻かれた上記長尺のＰＥＮフィルムを、供給装置を用いて引き出し、このＰ
ＥＮフィルムを走行させながら、その未処理面に下記組成の耐熱層形成用塗布液をダイコ
ートにて塗布した。次いで、温度１２０℃で３ｍｉｎ乾燥させた後、１５０ｍＪの紫外線
を照射して１μｍの厚さになるように耐熱プラズマ層を硬化させて形成した。なお、ＰＥ
Ｎフィルムの走行速度（プロセススピード又はライン速度）は、１０ｍ／ｍｉｎとした。
そして、長尺のＰＥＮフィルム上に連続的に形成された耐熱プラズマ層を、巻き取り装置
を用いて再度ロール状に巻き取った。
【０１０１】
　耐熱層形成用塗布液の組成
ペンタエリスリトールトリアクリレート（日本化薬株式会社製：ＰＥＴ－３０）：２０重
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量部
イソシアヌル酸ＯＥ変性ジアクリレート（東亞合成株式会社製：Ｍ－２１５）：２０重量
部
１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン（チバガイギー製　商品名：イルガ
キュア１８４）：２重量部
トルエン：６０重量部
【０１０２】
　（ガスバリア層形成工程）
　この耐熱プラズマ層の上に、イオンプレーティング法によってガスバリア層を形成した
。具体的には、巻取式イオンプレーティング装置を用いて、ガスバリア層を成膜した。ま
ず、上記「耐熱プラズマ層形成工程」で得られた、ロール状に巻き取られた基材／耐熱プ
ラズマ層の被成膜体を、供給装置を用いて引き出し、この被成膜体を走行させながら、耐
熱プラズマ層上にガスバリア層が形成されるようにガスバリア層の成膜を行った。ガスバ
リア層の材料としてＳｉＯＳｎ（二酸化珪素と酸化錫の複合体）を用い、Ａｒ：２０ｓｃ
ｃｍでプラズマを発生（１１ｋＷ）し、真空度０．０４Ｐａにてイオンプレーティング法
を行ったところ、被成膜体の走行速度（プロセススピード又はライン速度）を１ｍ／ｍｉ
ｎとしたときに、厚さ５０ｎｍのＳｉＯＳｎ膜（ガスバリア層）を得た。
【０１０３】
　以上の工程を経て得られたガスバリア性シートを以後の測定に供するため、適当な大き
さに裁断した。
【０１０４】
　（水蒸気透過率の測定）
　ガスバリア性シートの水蒸気透過率の測定は、水蒸気透過率測定装置（ＭＯＣＯＮ社製
　ＰＥＲＭＡＴＲＡＮ－Ｗ　３／３１）を用いて、温度３７．８℃、湿度１００％ＲＨで
測定した。その結果、０．０４ｇ／ｍ２ｄａｙの測定限界値以下であった（測定限界値は
０．１ｇ／ｍ２ｄａｙ）。
【０１０５】
　（ガスバリア性シートの表面粗さ測定）
　ガスバリア性シートの表面（耐熱プラズマ層及びガスバリア層を設けた側の表面）の粗
さの測定は、原子間力顕微鏡（ＡＦＭ：Ａｔｏｍｉｃ　Ｆｏｒｃｅ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐ
ｅ）として、セイコーインスツルメンツ社製のＮａｎｏｐｉｃｓ－１０００を用い、ＪＩ
Ｓ　Ｂ０６０１－１９８２に準拠して、２０μｍの範囲にて最大突起長（Ｒｍａｘ）を測
定することにより評価を行った。その結果、ガスバリア性シートの表面の最大突起長（Ｒ
ｍａｘ）は８ｎｍであった。
【０１０６】
　（カール性評価試験）
　ガスバリア性シートに対して１６０℃×１時間×３回の耐熱性サイクル試験を実施した
ところ、サンプルの外観変形（カール）は無かった。また、上記耐熱性サイクル試験後（
カール性評価試験後）に再度ガスバリア性シートの水蒸気透過率の測定を行ったところ、
０．０４ｇ／ｍ２ｄａｙの測定限界値以下を維持していることが確認できた。
【０１０７】
　［実施例２］
　基材の裏面（易接着面）に、実施例１と同様の成膜条件で厚さ５０ｎｍのＳｉＯＳｎ（
二酸化珪素と酸化錫の複合体）膜を設けたこと以外は、実施例１と同様にしてガスバリア
性シートを製造した。
【０１０８】
　（水蒸気透過率の測定）
　水蒸気透過率を実施例１と同様にして測定したところ、０．００８ｇ／ｍ２ｄａｙの測
定限界値以下であった。
【０１０９】
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　（ガスバリア性シートの表面粗さ測定）
　ガスバリア性シートの表面（耐熱プラズマ層及びガスバリア層を設けた側の表面）の粗
さを実施例１と同様にして測定したところ、最大突起長（Ｒｍａｘ）は８ｎｍであった。
【０１１０】
　（カール性評価試験）
　ガスバリア性シートのカール特性を実施例１と同様にして評価したところ、外観変形（
カール）は無かった。また、上記カール性評価試験後に再度ガスバリア性シートの水蒸気
透過率の測定を行ったところ、０．００７ｇ／ｍ２ｄａｙの測定限界値以下を維持してい
ることが確認できた。
【０１１１】
　［実施例３］
　実施例１で得られた基材／耐熱プラズマ層／ガスバリア層の積層体の上に、さらに実施
例１と同様の条件でダイコートを用いて厚さ１μｍの耐熱オーバーコート層を形成し、耐
熱オーバーコート層形成工程をさらに行ったこと以外は、実施例１と同様にしてガスバリ
ア性シートを製造した。
【０１１２】
　（水蒸気透過率の測定）
　水蒸気透過率を実施例１と同様にして測定したところ、０．０１ｇ／ｍ２ｄａｙの測定
限界値以下であった。
【０１１３】
　（ガスバリア性シートの表面粗さ測定）
　ガスバリア性シートの表面（耐熱オーバーコート層を設けた側の表面）の粗さを実施例
１と同様にして測定したところ、最大突起長（Ｒｍａｘ）は６ｎｍであった。
【０１１４】
　（カール性評価試験）
　ガスバリア性シートのカール特性を実施例１と同様にして評価したところ、外観変形（
カール）は無かった。また、上記カール性評価試験後に再度ガスバリア性シートの水蒸気
透過率の測定を行ったところ、０．０５ｇ／ｍ２ｄａｙの測定限界値以下を維持している
ことが確認できた。
【０１１５】
　［実施例４］
　耐熱層形成用塗布液を以下の組成としたこと以外は、実施例１と同様にしてガスバリア
性シートを製造した。
【０１１６】
　耐熱層形成用塗布液の組成
ペンタエリスリトールトリアクリレート（日本化薬株式会社製：ＰＥＴ－３０）：２０重
量部
イソシアヌル酸ＯＥ変性ジアクリレート（東亞合成株式会社製：Ｍ－２１５）：２０重量
部
１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン（チバガイギー製　商品名：イルガ
キュア１８４）：２重量部
重量平均分子量１０万のアクリレートポリマー：１０重量部
トルエン：４８重量部
【０１１７】
　（水蒸気透過率の測定）
　水蒸気透過率を実施例１と同様にして測定したところ、０．０５ｇ／ｍ２ｄａｙの測定
限界値以下であった。
【０１１８】
　（ガスバリア性シートの表面粗さ測定）
　ガスバリア性シートの表面（耐熱プラズマ層及びガスバリア層を設けた側の表面）の粗
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さを実施例１と同様にして測定したところ、最大突起長（Ｒｍａｘ）は８５ｎｍであった
。
【０１１９】
　（カール性評価試験）
　ガスバリア性シートのカール特性を実施例１と同様にして評価したところ、外観変形（
カール）は無かった。また、上記カール性評価試験後に再度ガスバリア性シートの水蒸気
透過率の測定を行ったところ、０．０５ｇ／ｍ２ｄａｙの測定限界値以下を維持している
ことが確認できた。
【０１２０】
　［比較例１］
　耐熱性ポリイミド樹脂（大日精化工業株式会社製）を用いて耐熱プラズマ層を形成し、
耐熱プラズマ層の形成方法を適宜調整・変更したこと以外は、実施例１と同様にしてガス
バリア性シートを製造した。
【０１２１】
　（ガスバリア性シートの表面粗さ測定）
　ガスバリア性シートの表面（耐熱プラズマ層及びガスバリア層を設けた側の表面）の粗
さを実施例１と同様にして測定したところ、最大突起長（Ｒｍａｘ）は２１５ｎｍであっ
た。
【０１２２】
　［比較例２］
　耐熱層形成用塗布液中の３官能のアクリレートたるペンタエリスリトールトリアクリレ
ート（日本化薬株式会社製：ＰＥＴ－３０）を除き、イソシアヌル酸ＯＥ変性ジアクリレ
ート（東亞合成株式会社製：Ｍ－２１５）を４０重量部としたこと以外は、実施例１と同
様にしてガスバリア性シートを製造した。
【０１２３】
　（水蒸気透過率の測定）
　水蒸気透過率を実施例１と同様にして測定したところ、０．６ｇ／ｍ２ｄａｙであった
。
【０１２４】
　（ガスバリア性シートの表面粗さ測定）
　ガスバリア性シートの表面（耐熱プラズマ層及びガスバリア層を設けた側の表面）の粗
さを実施例１と同様にして測定したところ、最大突起長（Ｒｍａｘ）は、４６ｎｍであっ
た。
【０１２５】
　（カール性評価試験）
　ガスバリア性シートのカール特性を実施例１と同様にして評価したところ、ガスバリア
性シートは変形（カール）し、実質的に使用不可能であった。また、上記カール性評価試
験後に再度ガスバリア性シートの水蒸気透過率の測定を行ったところ、１．０ｇ／ｍ２ｄ
ａｙまでガスバリア性が劣化していることが観察された。
【０１２６】
　［比較例３］
　カルドポリマー（新日鐵化学化学株式会社製　Ｖ２５９ＥＨシリーズ）を用いたこと、
ＰＥＮフィルムの走行速度（プロセススピード又はライン速度）を２ｍ／ｍｉｎとしたこ
と、温度１２０℃で１５ｍｉｎ乾燥させて１μｍの厚さになるように耐熱プラズマ層を形
成したこと、以外は実施例１と同様にしてガスバリア性シートの製造を試みた。ところが
、カルドポリマーの硬化反応を促進させるため、１６０℃オーブンに１時間入れたところ
、ブロッキングを起こし、使用不可能となった。
【０１２７】
　そこで、硬化促進反応を行わないこと以外は上記条件を用い、その他は実施例１と同様
にしてガスバリア性シートの製造を試みた。この場合においてもガスバリア層の形成の際
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に、耐熱プラズマ層からの脱ガス量が多く真空度が悪化し、プラズマが不安定となったが
、成膜を続けて厚さ４５ｎｍの酸窒化珪素膜を得た。
【０１２８】
　（水蒸気透過率の測定）
　水蒸気透過率を実施例１と同様にして測定したところ、１．５ｇ／ｍ２ｄａｙであった
。
【０１２９】
　（ガスバリア性シートの表面粗さ測定）
　ガスバリア性シートの表面（耐熱プラズマ層及びガスバリア層を設けた側の表面）の粗
さを実施例１と同様にして測定したところ、最大突起長（Ｒｍａｘ）は、１３４ｎｍであ
った。
【０１３０】
　［比較例４］
　基材を長尺のＰＥＮフィルムからシート状（毎葉）のＰＥＮフィルムに変更し、ロール
・ツー・ロール方式の製造方法を採用しなかったこと、以外は実施例１と同様にしてガス
バリア性シートを製造した。
【０１３１】
　（水蒸気透過率の測定）
　水蒸気透過率を実施例１と同様にして測定したところ、０．０２ｇ／ｍ２ｄａｙであっ
た（測定限界値以下）。
【０１３２】
　（ガスバリア性シートの表面粗さ測定）
　ガスバリア性シートの表面（耐熱プラズマ層及びガスバリア層を設けた側の表面）の粗
さを実施例１と同様にして測定したところ、最大突起長（Ｒｍａｘ）は、７ｎｍであった
。
【０１３３】
　（カール性評価試験）
　ガスバリア性シートのカール特性を実施例１と同様にして評価したところ、外観変形（
カール）は無かった。また、上記カール性評価試験後に再度ガスバリア性シートの水蒸気
透過率の測定を行ったところ、０．０６ｇ／ｍ２ｄａｙの測定限界値以下を維持している
ことが確認できた。
【０１３４】
　［比較例５］
　基材を長尺のＰＥＮフィルムからシート状（毎葉）のＰＥＮフィルムに変更し、ロール
・ツー・ロール方式の製造方法を採用しなかったこと、以外は比較例２と同様にしてガス
バリア性シートを製造した。
【０１３５】
　（水蒸気透過率の測定）
　水蒸気透過率を実施例１と同様にして測定したところ、０．０６ｇ／ｍ２ｄａｙであっ
た（測定限界値以下）。
【０１３６】
　（ガスバリア性シートの表面粗さ測定）
　ガスバリア性シートの表面（耐熱プラズマ層及びガスバリア層を設けた側の表面）の粗
さを実施例１と同様にして測定したところ、最大突起長（Ｒｍａｘ）は、９ｎｍであった
。
【０１３７】
　（カール性評価試験）
　ガスバリア性シートのカール特性を実施例１と同様にして評価したところ、外観変形（
カール）は無かった。また、上記カール性評価試験後に再度ガスバリア性シートの水蒸気
透過率の測定を行ったところ、０．０８ｇ／ｍ２ｄａｙの測定限界値以下を維持している
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ことが確認できた。
【図面の簡単な説明】
【０１３８】
【図１】本発明のガスバリア性シートの一例を示す模式的な断面図である。
【図２】本発明のガスバリア性シートの他の一例を示す模式的な断面図である。
【符号の説明】
【０１３９】
　１，１Ａ，１Ｂ　ガスバリア性シート
　２　基材
　３　耐熱プラズマ層
　４　ガスバリア層
　５　耐熱オーバーコート層

【図１】 【図２】
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